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平成２９年度政府予算案等状況調書 

＜凡例＞ 

「予算案等の状況」欄  全国枠の金額（単位：億円）である。 

［補］＝ 平成２８年度第２次補正予算に計上 

   ＊ ＝ 国の予算措置以外の進展 

  ＋ ＝ 他省庁での予算措置 

内閣官房関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 竹島の領土権の早期確立〔総務部〕 

衆参両院本会議で採択された「李明博韓国大統領の竹島上陸と天皇陛下

に関する発言に抗議する決議（平成２４年８月）」及び「竹島の領土権の

早期確立に関する請願（平成１８年６月）」を踏まえ、次の事項について

早期の具体化を図ること。 

（１）政府において、国民世論の啓発や国際社会への情報発信などを積極

的に展開すること。 

（２）竹島に関する研究体制を強化し、調査や資料の収集・保存などを積

極的に展開すること。 

（３）領土権の早期確立に向け、国際司法裁判所への単独提訴を含め外交

交渉の新たな展開を図ること。 

（４）国民世論の啓発のために、政府主催による「竹島の日」式典の開催

や「竹島の日」の閣議決定を行うこと。 

（５）竹島問題や国境離島に関する啓発施設を隠岐の島町に設置するこ

と。 

・領土・主権内外発信推進経

費 

 

＋政府の重要施策等に関する

広報（国際） 

 

＋領土保全対策 

1.0 

 

 

36 

 

 

16 

 

 

 

 

 

1.5 

 

 

- 

 

 

25 

1.2 

 

 

36 

 

 

23 
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（６）国境に位置する離島については、領土保全という重要な役割を考慮

し、一般の離島振興とは別に、特別の支援措置を講じること。 

Ⅱ 地方創生・人口減少対策の推進〔政策企画局・総務部・地域振興部〕 

１ 地方分散政策の推進 

人口減少を克服するためには、大都市部、特に東京への一極集中を是

正する必要があるため、出生率が低い大都市部から、子育てがしやすく

出生率が高い地方部へ、人、企業、政府関係機関などの分散を進める政

策をさらに強力に、かつ、粘り強く推進すること。 

２ 地方創生に向けた地方行財政の充実強化 

（１）平成２８年度予算に計上された地方創生推進交付金については、創

意工夫をしながら柔軟に活用できる継続的な制度とするとともに、そ

の規模について、一層の拡大を図ること。 

また、その交付金に係る地方の財政負担については、自治体が着実

に執行することができるよう、引き続き「まち・ひと・しごと創生事

業費」とは別に、地方財政措置を確実に講じること。 

（２）平成２８年度地方財政計画の歳出に計上された「まち・ひと・しご

と創生事業費」について、地方創生・人口減少の克服に向けて今後も

継続し、拡充すること。 

 

（３）特に深刻な人口減少と高齢化が進む過疎地域において、地方創生の

ための施策を十分に展開できるよう、過疎対策事業債の必要額の確保

を図ること。 

   また、産業振興や雇用の創出などにつながるソフト事業に係る過疎

対策事業債については、地域のニーズに応じて発行限度額の更なる弾

力的な運用を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＋地方創生推進交付金 

＋地方創生拠点整備交付金 

 

 

 

 

＊地方財政計画 

まち・ひと・しごと創生事

業費 

 

＊地方債計画 

 過疎対策事業債 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,000 

［補］900 

 

 

 

 

 

10,000 

 

 

 

4,200 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,170 

 

 

 

 

 

 

10,000 

 

 

 

4,200 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,000 

 

 

 

 

 

 

10,000 

 

 

 

4,500 
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３ 地域の実情に応じた地域連携支援策の推進 

（１）「連携中枢都市圏」制度において、全国一律の人口規模等の基準で

はなく、地域の実情に応じ産業・生活拠点機能の向上に取り組む複数

の地方都市等を一括して指定すること。 

（２）離島や中山間地域などで、実際に産業振興や医療・介護サービス提

供等を推進していくためには、相対的に行政の果たす役割が大きく、

その役割を担っている小規模自治体の財政基盤充実は重要であるこ

とから、地域の実情に応じた幅広い支援を行うこと。 

（３）「小さな拠点づくり」については、離島・中山間地域など条件不利

地域の実情を踏まえ、買い物などの生活機能や生活交通の確保、産業

の振興などに取り組むことができるよう、十分な予算額の確保を図る

こと。 

 

＋連携中枢都市圏の形成等の

推進 

 

＋定住自立圏構想の推進 

 

 

 

＋過疎地域等集落ネットワー

ク圏形成支援事業 

 

＋農山漁村振興交付金 

 

＋「小さな拠点」の形成推進 

 

1 

 

 

0.1 

 

 

 

4 

［補］2 

 

80 

 

2 

 

2 

 

 

1 

 

 

 

9 

 

 

150 

 

3 

 

1 

 

 

0.1 

 

 

 

4 

 

 

101 
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Ⅲ 環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定に係る対策等〔政策企画局〕 

１ 「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に基づく施策について、必要な予算

を長期にわたり安定的に確保し、国の責任において万全の対策を講じる

こと。 

２ ＴＰＰ合意に伴う農林水産業をはじめとした各産業分野の将来に対

する関係者の不安を払拭するため、引き続き影響や関連対策等に関する

国の考え方を丁寧に説明すること。 

＋ＴＰＰ関連政策大綱実現に

向けた施策 

1,582 

[補]5,449 

 

- - 

 

 

Ⅳ 原子力発電所の安全対策の強化等〔防災部・健康福祉部・警察本部〕 

１ 原子力安全対策 

（１）福島第一原子力発電所の事故を一刻も早く確実に収束させること。 
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（２）原子力規制委員会は、新たな規制基準に基づき、中国電力から設置

変更許可等の申請があった島根原子力発電所２号機の安全性につい

て責任を持って厳格な審査を行い、適切な指導を行うこと。 

    また、審査結果については、県民や立地・周辺自治体にわかりやす

く説明を行うこと。 

（３）原子力規制委員会は、島根原子力発電所１号機の廃止措置計画につ

いて、責任を持って厳格な審査を行い、適切な指導を行うとともに、

審査結果については、県民や立地・周辺自治体にわかりやすく説明を

行うこと。 

また、放射性廃棄物の取扱基準等の確立について早急に方針を示す

こと。 

（４）廃止措置に伴い発生する放射性廃棄物の処分について、発生者責任

の原則を基本としつつ、国としても、処分の円滑な実現に向け、取組

みを加速させること。 

さらに、国が前面に立って、使用済燃料の搬出や譲渡しが確実に行

われるよう、使用済燃料の再処理等に取り組むこと。 

（５）原子力発電所の稼働・再稼働については、まず、エネルギー政策上

の必要性を国が明確に示し、個別の発電所毎に、その安全性を国が責

任を持って判断し、県民や立地・周辺自治体に十分な説明を行い、理

解を得ること。 

   また、その具体的な手続きを早期に示すこと。 

２ 原子力防災対策 

（１）「原子力災害対策指針」等を踏まえた、県、市町村が行う地域防災

計画（原子力災害対策編）の改定や福島での事故を踏まえた防災対策

の強化について関係する省庁が連携する体制を強化の上、国が前面に

立って調整し、必要な支援・協力を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＋原子力発電施設等緊急時安

全対策交付金 

 

＋原子力災害対策事業費補助

金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

123 

 

 

［補］100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

189 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

104 
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① 県境を越えるような広域避難が発生した場合の避難に係る受入

れ自治体、関係機関との調整 

② 避難行動要支援者を含む住民の避難に必要な移動手段・運転要

員、資機材、避難支援要員等の迅速な確保と、それに必要な自衛隊

などの実動組織とバス事業者など民間事業者との協力体制の確立 

③ 避難退域時検査（スクリーニング）及び避難所や救護所等で必要

となる資機材、物資、医療・介護従事者等の確保 

④ 屋内退避時に必要となる人的・物的支援体制の整備 

⑤ 要支援者の最終的な避難先となる病院、社会福祉施設等の確保及

びそこへの迅速な移送が可能となる体制の整備 

⑥ 原子力災害拠点病院等に対する財政支援制度の創設 

⑦ 安定ヨウ素剤の予防服用体制充実に当たっての副作用・誤飲に関

する補償制度の創設 

（２）原子力災害が発生した場合、一般住民及び要支援者の避難が迅速か

つ安全にできるよう、財政支援を行うこと。 

① 地理的に即時避難が容易でない要支援者等が利用する施設等を

対象とした放射線防護対策及び通信手段の確保 

② 消防団員等防災業務関係者の活動に必要な資機材及び備蓄品の

整備 

③ 避難道路の早急な整備及び支援措置の拡充 

④ モニタリングや避難退域時検査（スクリーニング）で必要となる

資機材の配置 

⑤ 住民等の安全かつ円滑な避難を確保するための交通安全施設の

整備 

（３）官公庁等の防災機関の放射線防護対策、食料備蓄などによる機能強

化や、万が一行政機能を移転せざるを得ない場合の移転先における必

要な通信環境及び資機材整備などについて財政支援を行うこと。 
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（４）地方自治体の原子力安全・防災対策に従事する職員人件費など必要

な経費について財政措置を講じること。 

 

Ⅴ ＩＣＴを利用した医療機関と介護施設の連携の推進〔健康福祉部〕 

ＩＣＴを利用した各医療機関と介護施設の連携の効果をより発揮する

ため、国において次の対応を行うこと。 

（１）医療機関・介護施設の負担軽減を図り、より一層の参加を促すため、

医療・介護情報連携ネットワークシステムの維持管理にかかる利用料

について、診療報酬での措置を拡充するとともに、介護報酬において

措置すること。 

（２）医療・介護情報連携ネットワークを全国規模で展開できるシステム

環境を早期に整備するため、現在、地域単位で独自に整備・運用され

ているシステムの規格や規程等について統一の基準を早急に示すこ

と。 

 

＋地域医療介護総合確保基金

（医療分） 

 

 

 

 

602 

 

事項 602 

Ⅵ 東京オリンピックの成功に向けた全国的な取組みの推進〔政策企画局〕 

２０２０年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会の

成功に向けて日本全体で取り組むために、全国の社会基盤整備や選手の育

成強化、日本各地への外国人観光客の誘致に配慮すること。 

 

 

 

 

 

＋競技力向上事業 87 95 92 



7 

Ⅶ 有人国境離島地域への支援〔地域振興部〕 

「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会

の維持に関する特別措置法」に基づき、離島航路・航空路の運賃等の引き

下げや生活又は事業活動に必要な物資の費用の負担の軽減、雇用機会の拡

充や産業の振興など、地域社会の維持を図るための特別の支援措置を講じ

るとともに、国において十分な財政措置を行うこと。 

特に、離島航路は、有人国境離島にとって本土における国道や鉄道と同

様、重要な交通手段であり、運賃等を本土の交通路線並みに引き下げるこ

となど、新たな財政措置を速やかに講じること。 

 

・地域社会維持推進交付金 

 （仮称） 

 （内閣府において措置） 

 

＋離島活性化交付金 

 

 

＋特定有人国境離島漁村支援

交付金 

- 

 

 

 

12 

［補］7 

 

- 

50 

 

 

 

16 

 

 

離島漁業再生

支援交付金 15

の内数 

50 

 

 

 

16 

 

 

3 

Ⅷ 北朝鮮の核実験や弾道ミサイル発射などの不法な行為への対応〔防災部〕 

 島根県は、日本海を隔てて北朝鮮と隣接する位置関係にあり、北朝鮮の

不法な行為は大きな脅威となっているため、国として、北朝鮮の核実験や

弾道ミサイル発射などに対して厳重な抗議を行うこと。 

 また、国連やＧ７などの場を通じて、北朝鮮が不法な行為を行わないよ

う、国際社会に強く訴えること。 

 

―    
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内閣府関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 竹島の領土権の早期確立〔総務部〕 

衆参両院本会議で採択された「李明博韓国大統領の竹島上陸と天皇陛下

に関する発言に抗議する決議（平成２４年８月）」及び「竹島の領土権の

早期確立に関する請願（平成１８年６月）」を踏まえ、次の事項について

早期の具体化を図ること。 

（１）政府において、国民世論の啓発や国際社会への情報発信などを積極

的に展開すること。 

（２）竹島に関する研究体制を強化し、調査や資料の収集・保存などを積

極的に展開すること。 

（３）領土権の早期確立に向け、国際司法裁判所への単独提訴を含め外交

交渉の新たな展開を図ること。 

（４）国民世論の啓発のために、政府主催による「竹島の日」式典の開催

や「竹島の日」の閣議決定を行うこと。 

（５）竹島問題や国境離島に関する啓発施設を隠岐の島町に設置するこ

と。 

（６）国境に位置する離島については、領土保全という重要な役割を考慮

し、一般の離島振興とは別に、特別の支援措置を講じること。 

 

 

 

 

 

 

・政府の重要施策等に関する

広報（国際） 

 

＋領土・主権内外発信推進経

費 

 

＋領土保全対策 

36 

 

 

1.0 

 

 

16 

－ 

 

 

1.5 

 

 

25 

36 

 

 

1.2 

 

 

23 
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Ⅱ 地方創生・人口減少対策の推進〔政策企画局・総務部・地域振興部〕 

平成２８年度予算に計上された地方創生推進交付金については、創意工

夫をしながら柔軟に活用できる継続的な制度とするとともに、その規模に

ついて、一層の拡大を図ること。 

また、その交付金に係る地方の財政負担については、自治体が着実に執

行することができるよう、引き続き「まち・ひと・しごと創生事業費」と

は別に、地方財政措置を確実に講じること。 

 

 

・地方創生推進交付金 

・地方創生拠点整備交付金 

  

 

 

1,000 

［補］900 

 

 

 

1,170 

 

 

 

1,000 

 

Ⅲ 地方分権改革の推進〔政策企画局〕 

地方分権改革においては、地方からの制度改革に対する提案を真摯に検

討し、今後も着実に推進するとともに、社会資本整備や財政力の地域間格

差に配慮するなど適切な財源措置を行うこと。 

 

― 

 

 

 

   

Ⅳ 道州制への対応〔政策企画局〕 

道州制の議論に対しては、様々な懸念や意見が出されている。 

特に、道州制は、国から地方へ事務と財源を再配分することが必要にな

るが、現在は国・地方を通じた巨額の財政赤字が続く状況にあることから、

まずは財政の健全化を進め、その見通しが立つ段階で検討を進めることが

適切である。 

国においては、これらの懸念や意見を踏まえ、慎重に対応すること。 

 

―    

Ⅴ 原子力発電所の安全対策の強化等〔防災部・健康福祉部・警察本部〕 

１ 原子力安全対策 

（１）福島第一原子力発電所の事故を一刻も早く確実に収束させること。 
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（２）原子力規制委員会は、新たな規制基準に基づき、中国電力から設置

変更許可等の申請があった島根原子力発電所２号機の安全性につい

て責任を持って厳格な審査を行い、適切な指導を行うこと。 

    また、審査結果については、県民や立地・周辺自治体にわかりやす

く説明を行うこと。 

（３）原子力規制委員会は、島根原子力発電所１号機の廃止措置計画につ

いて、責任を持って厳格な審査を行い、適切な指導を行うとともに、

審査結果については、県民や立地・周辺自治体にわかりやすく説明を

行うこと。 

また、放射性廃棄物の取扱基準等の確立について早急に方針を示す

こと。 

（４）廃止措置に伴い発生する放射性廃棄物の処分について、発生者責任

の原則を基本としつつ、国としても、処分の円滑な実現に向け、取組

みを加速させること。 

さらに、国が前面に立って、使用済燃料の搬出や譲渡しが確実に行

われるよう、使用済燃料の再処理等に取り組むこと。 

（５）原子力発電所の稼働・再稼働については、まず、エネルギー政策上

の必要性を国が明確に示し、個別の発電所毎に、その安全性を国が責

任を持って判断し、県民や立地・周辺自治体に十分な説明を行い、理

解を得ること。 

     また、その具体的な手続きを早期に示すこと。 

２ 原子力防災対策 

（１）「原子力災害対策指針」等を踏まえた、県、市町村が行う地域防災

計画（原子力災害対策編）の改定や福島での事故を踏まえた防災対策

の強化について関係する省庁が連携する体制を強化の上、国が前面に

立って調整し、必要な支援・協力を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原子力発電施設等緊急時安

全対策交付金 

 

・原子力災害対策事業費補助

金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

123 

 

 

［補］100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

189 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

104 
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① 県境を越えるような広域避難が発生した場合の避難に係る受入

れ自治体、関係機関との調整 

② 避難行動要支援者を含む住民の避難に必要な移動手段・運転要

員、資機材、避難支援要員等の迅速な確保と、それに必要な自衛隊

などの実動組織とバス事業者など民間事業者との協力体制の確立 

③ 避難退域時検査（スクリーニング）及び避難所や救護所等で必要

となる資機材、物資、医療・介護従事者等の確保 

④ 屋内退避時に必要となる人的・物的支援体制の整備 

⑤ 要支援者の最終的な避難先となる病院、社会福祉施設等の確保及

びそこへの迅速な移送が可能となる体制の整備 

⑥ 原子力災害拠点病院等に対する財政支援制度の創設 

⑦ 安定ヨウ素剤の予防服用体制充実に当たっての副作用・誤飲に関

する補償制度の創設 

（２）原子力災害が発生した場合、一般住民及び要支援者の避難が迅速か

つ安全にできるよう、財政支援を行うこと。 

① 地理的に即時避難が容易でない要支援者等が利用する施設等を

対象とした放射線防護対策及び通信手段の確保 

② 消防団員等防災業務関係者の活動に必要な資機材及び備蓄品の

整備 

③ 避難道路の早急な整備及び支援措置の拡充 

④ モニタリングや避難退域時検査（スクリーニング）で必要となる

資機材の配置 

⑤ 住民等の安全かつ円滑な避難を確保するための交通安全施設の

整備 

（３）官公庁等の防災機関の放射線防護対策、食料備蓄などによる機能強

化や、万が一行政機能を移転せざるを得ない場合の移転先における必

要な通信環境及び資機材整備などについて財政支援を行うこと。 
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（４）地方自治体の原子力安全・防災対策に従事する職員人件費など必要

な経費について財政措置を講じること。 

 

Ⅵ 防災対策の強化〔総務部・防災部〕 

１ 東日本大震災や平成２８年熊本地震等の教訓を踏まえ、国が責任を持

って、物資の備蓄、輸送などの国と地方の役割分担を明確化し、応援体

制を構築すること。 

特に、広域大規模災害については、国において備蓄体制を構築するこ

と。 

２ 火山災害から人命を守るため、監視・観測体制の強化を図ること。 

３ 国土強靱化を着実に推進するため、緊急防災・減災事業の平成２９年

度以降の恒久化、対象事業の拡大など、必要な予算を安定的・継続的に

確保すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＋地震・津波・火山噴火に対

する観測・監視体制の強化 

＊地方債計画 

 緊急防災・減災事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

 

 

5,000 

 

 

 

 

 

 

 

32 

 

 

事業の拡充・

延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 

 

 

5,000 

対象事業を拡充した上で

平成３２年度まで継続 

Ⅶ 少子化対策・子育て支援の充実〔環境生活部・健康福祉部・商工労働部〕 

１ 子ども・子育て支援新制度における施策の充実 

（１）消費税の引き上げ延期にかかわらず、子ども・子育て支援新制度が

安定的に実施され、また、幼児期の教育や保育、地域の子育て支援の

「量の拡充」と「質の改善」が確実に実施できるよう、必要な予算を

確保すること。 

（２）子育て家庭の経済的な負担を軽減するため、保育料のような基本的

な制度については、国において軽減に向けた制度の拡充を図ること。 

 

 

 

・教育・保育、地域の子ども・

子育て支援の充実 

 

 

 

 

 

 

 

7,636 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,636 

事項 

 

 

 

 

 

 

 

9,167 
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（３）待機児童が発生している要因の一つである保育士不足を解消するた

め、保育士に係る給与の抜本的改善、配置基準の見直し、人材確保支

援の充実を行うこと。 

また、事務職員、栄養士の配置を促進するための財源措置の充実を

図ること。 

 

（４）放課後児童クラブにおいて従事する放課後児童支援員について、新

たに認定資格研修の受講が義務付けられたが、人材の確保が困難な地

域における放課後児童クラブの運営に支障が生じないよう、従事経験

年数などの受講要件の弾力化や経過措置期間の延長を図ること。 

２ 未婚・晩婚化対策の推進 

未婚・晩婚化対策を推進するため、地域の実情にあった効果的な取組

みが行えるように、自由度が高く、かつ、継続的な財政支援等を行うこ

と。 

３ 仕事と子育ての両立支援 

出産や育児による離職を減らし、出産後も仕事を続けることができる

よう、経営の厳しい小規模事業者等が行う従業員の円滑な育児休業の取

得や職場復帰の促進の取組みへの支援について、助成金の支給要件の緩

和等さらなる支援を充実すること。 

４ 女性活躍の推進 

女性が能力を発揮し、働き続けやすい職場環境を整備することによ

り、女性活躍推進を加速させるため、地域女性活躍推進交付金の十分な

予算を確保すること。 

 

＋待機児童の解消等に向けた

取組みの推進 

 

・保育士等の処遇改善（教育・

保育、地域の子ども・子育

て支援の充実の内数） 

 

 

 

 

・地域少子化対策重点推進交

付金 

 

 

＋中小企業両立支援助成金

（代替要員確保コース） 

 

 

 

・地域女性活躍推進交付金 

982 

［補］544 

 

- 

 

 

 

 

 

 

5 

［補］40 

 

 

5 

 

 

 

 

- 

［補］3 

 

  

1,169 

 

 

事項 

 

 

 

 

 

 

11 

 

 

 

78 の内数 

 

 

 

 

5 

1,013 

 

 

503 

 

 

 

 

 

 

6 

 

 

 

30 の内数 

 

 

 

 

3 
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総務省関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 地方行財政の充実強化 

〔政策企画局・総務部・防災部・地域振興部・農林水産部・土木部〕 

１ 地方財源の確保 

（１）平成２９年度の地方財政対策においては、社会保障費などの需要額

の増加や人口減少地域における産業振興・雇用対策のための財政需要

を適切に積算すること。また、増嵩する臨時財政対策債の元利償還金

を別枠で措置することや、地方の財政需要に応じた地方交付税法定率

の引き上げや歳出特別枠の維持により、必要な地方交付税の総額を確

保すること。 

（２）地方法人課税の見直しにあたっては、引き続き地域経済や雇用を支

える中小企業へ大きな影響が出ないよう適切に配慮すること。 

（３）地方間で格差が生じないよう、地域の実情に沿って、恒常的で十分

な財政調整の仕組みを設けること。特に、地方法人税の交付税原資化

にあたっては、偏在是正により生じる財源を活用して地方財政計画に

所要の歳出を計上するとともに、地方交付税の算定については財政力

の弱い団体に配慮した方法とすること。 

（４）臨時財政対策債の発行額の算定については、財政力の弱い団体へ更

に配慮した方法に見直すこと。 

 

 

 

 

 

 

 

＊地方財政計画 

地方一般財源 

地方交付税 

臨時財政対策債 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

616,792 

167,003 

 37,880 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62.1 兆円程度 

159,588 

4.7 兆円程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

620,803 

163,298 

40,452 
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（５）消費税の引上げに伴い拡充される地方消費税については、引き続き、

地方消費税に係る基準財政収入額へ１００％算入するとともに、社会

保障制度の機能強化や機能維持等に係る地方負担については、その全

額を基準財政需要額に算入すること。また、各団体において、引上げ

分の地方消費税収と社会保障施策に要する経費の対応関係が明確にな

るよう、地方消費税の清算基準の見直しを検討すること。 

（６）消費税率の１０％への引上げの際の軽減税率導入にあたっては、減

収分を代替税財源等により確実に措置するなど、地方の社会保障財源

に影響を与えないようにすること。 

（７）国土強靱化を着実に推進するため、緊急防災・減災事業の平成２９

年度以降の恒久化、対象事業の拡大など、必要な予算を安定的・継続

的に確保すること。 

（８）道路や河川等の公共土木施設や農林水産関連基盤施設などの長寿命

化に向け、点検・修繕・更新を適切かつ確実に進めるため、引き続き、

これらの地方負担分に対する財政措置の充実を図ること。 

（９）市町村分の地方交付税の交付額の算定については、人口密度が低く、

可住地が分散している団体へ更に配慮した方法に見直すこと。 

２ 地方分権改革の推進 

地方分権改革においては、地方からの制度改革に対する提案を真摯に

検討し、今後も着実に推進するとともに、社会資本整備や財政力の地域

間格差に配慮するなど適切な財源措置を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊地方債計画 

緊急防災・減災事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の拡充・

延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,000 

対象事業を拡充した上で

平成３２年度まで継続 
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Ⅱ 地方創生・人口減少対策の推進〔政策企画局・総務部・地域振興部〕 

１ 地方分散政策の推進 

人口減少を克服するためには、大都市部、特に東京への一極集中を是

正する必要があるため、出生率が低い大都市部から、子育てがしやすく

出生率が高い地方部へ、人、企業、政府関係機関などの分散を進める政

策をさらに強力に、かつ、粘り強く推進すること。 

２ 地方創生に向けた地方行財政の充実強化 

（１）平成２８年度予算に計上された地方創生推進交付金については、創

意工夫をしながら柔軟に活用できる継続的な制度とするとともに、そ

の規模について、一層の拡大を図ること。 

また、その交付金に係る地方の財政負担については、自治体が着実

に執行することができるよう、引き続き「まち・ひと・しごと創生事

業費」とは別に、地方財政措置を確実に講じること。 

（２）平成２８年度地方財政計画の歳出に計上された「まち・ひと・しご

と創生事業費」について、地方創生・人口減少の克服に向けて今後も

継続し、拡充すること。 

３ 地域の実情に応じた地域連携支援策の推進 

（１）「連携中枢都市圏」制度において、全国一律の人口規模等の基準では

なく、地域の実情に応じ産業・生活拠点機能の向上に取り組む複数の

地方都市等を一括して指定すること。 

（２）離島や中山間地域などで、実際に産業振興や医療・介護サービス提

供等を推進していくためには、相対的に行政の果たす役割が大きく、

その役割を担っている小規模自治体の財政基盤充実は重要であること

から、地域の実情に応じた幅広い支援を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＋地方創生推進交付金 

＋地方創生拠点整備交付金 

  

 

 

 

＊地方財政計画 

まち・ひと・しごと創生事

業費 

 

・連携中枢都市圏の形成等の

推進 

 

・定住自立圏構想の推進 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,000 

［補］900 

 

 

 

 

 

10,000 

 

 

1 

 

 

0.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,170 

 

 

 

 

 

 

10,000 

 

 

2 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,000 

 

 

 

 

 

 

10,000 

 

 

1 

 

 

0.1 
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（３）「小さな拠点づくり」については、離島・中山間地域など条件不利地

域の実情を踏まえ、買い物などの生活機能や生活交通の確保、産業の

振興などに取り組むことができるよう、十分な予算額の確保を図るこ

と。 

 

 

 

４ ＵＩターンの推進に向けた支援の拡充 

（１）地方への移住を進める上で重要な受入側の県・市町村が、相談から

移住後のフォローアップまで責任を持って対応できる体制の整備につ

いて、引き続き必要な予算の確保を行うこと。 

（２）人口減少や高齢化により、管理されずに放置される空き家の増加が

顕著となっているため、ＵＩターンなどの地域活性化につながる空き

家の利活用に対して支援を行うこと。 

（３）子育て支援や子どもの健やかな成長に資するほか、地域の絆を強め

る効用等が期待できる「多世代同居・近居」を促進するため、地方独

自の取組みに対して支援を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・過疎地域等集落ネットワー

ク圏形成支援事業 

 

＋農山漁村振興交付金 

 

＋「小さな拠点」の形成推進 

  

 

 

 

 

・過疎地域遊休施設再整備事

業等 

4 

［補］2 

 

80 

 

2 

 

 

 

 

 

3 

9 

 

 

150 

 

3 

 

 

 

 

 

4 

 

 

 

4 

 

 

101 

 

2 

 

 

 

 

 

3 
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Ⅲ 離島・過疎地域への支援〔地域振興部・健康福祉部〕 

１ 有人国境離島地域への支援 

「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社

会の維持に関する特別措置法」に基づき、離島航路・航空路の運賃等の

引き下げや生活又は事業活動に必要な物資の費用の負担の軽減、雇用機

会の拡充や産業の振興など、地域社会の維持を図るための特別の支援措

置を講じるとともに、国において十分な財政措置を行うこと。 

特に、離島航路は、有人国境離島にとって本土における国道や鉄道と

同様、重要な交通手段であり、運賃等を本土の交通路線並みに引き下げ

ることなど、新たな財政措置を速やかに講じること。 

 

２ 過疎対策事業債の拡充 

特に深刻な人口減少と高齢化が進む過疎地域において、地方創生のた

めの施策を十分に展開できるよう過疎対策事業債の必要額の確保を図

ること。 

なお、簡易水道事業の上水道事業への統合後においても、旧簡易水道

区域における施設整備については、過疎地域の実情を踏まえ、統合前と

同様に過疎対策事業債の対象事業とすること。 

また、産業振興や雇用の創出などにつながるソフト事業に係る過疎対

策事業債については、地域のニーズに応じて発行限度額の更なる弾力的

な運用を図ること。 

３ 過疎地における公立・公的病院に対する財政支援の充実 

地域包括ケアシステムの担い手として、その業務範囲が拡大する過疎

地の公立・公的病院について、医師・看護職員の確保、処遇の充実、従

事環境の整備等の十分な取組みが行えるよう、財源支援措置の充実を図

ること。 

 

 

＋地域社会維持推進交付金 

 （仮称） 

 

＋離島活性化交付金 

 

 

＋特定有人国境離島漁村支援

交付金 

 

 

 

＊地方債計画 

 過疎対策事業債 

 

 

 

- 

 

 

12 

［補］7 

 

- 

 

 

 

 

 

4,200 

 

50 

 

 

16 

 

 

離島漁業再生

支援交付金 15

の内数 

 

 

 

4,200 

 

50 

 

 

16 

 

 

3 

 

 

 

 

 

4,500 
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Ⅳ 国民健康保険制度の安定運営〔健康福祉部〕 

平成３０年度から都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体となる

にあたっては、今後の医療費の増嵩に耐えうる持続可能な制度とするとと

もに、特に財政基盤の弱い団体に対しては重点的な財政支援の措置を講じ

ること。 

また、全国で 2,000 億円規模とされている財政安定化基金について、大

幅な給付費増等に対応するため、更なる規模の拡大を行うこと。 

 

 

 

＋国民健康保険への財政支援

の拡充等 

 

1,412 

 

 

 

事項 2,732 

Ⅴ ＩＣＴを利用した医療機関と介護施設の連携の推進〔健康福祉部〕 

ＩＣＴを利用した各医療機関と介護施設の連携の効果をより発揮するた

め、国において次の対応を行うこと。 

（１）医療機関・介護施設の負担軽減を図り、より一層の参加を促すため、

医療・介護情報連携ネットワークシステムの維持管理にかかる利用料

について、診療報酬での措置を拡充するとともに、介護報酬において

措置すること。 

（２）医療・介護情報連携ネットワークを全国規模で展開できるシステム

環境を早期に整備するため、現在、地域単位で独自に整備・運用され

ているシステムの規格や規程等について統一の基準を早急に示すこ

と。 

 

＋地域医療介護総合確保基金

（医療分） 

 

602 

 

事項 602 
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外務省関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 竹島の領土権の早期確立〔総務部〕 

衆参両院本会議で採択された「李明博韓国大統領の竹島上陸と天皇陛下

に関する発言に抗議する決議（平成２４年８月）」及び「竹島の領土権の早

期確立に関する請願（平成１８年６月）」を踏まえ、次の事項について早期

の具体化を図ること。 

（１）政府において、国民世論の啓発や国際社会への情報発信などを積極

的に展開すること。 

（２）竹島に関する研究体制を強化し、調査や資料の収集・保存などを積

極的に展開すること。 

（３）領土権の早期確立に向け、国際司法裁判所への単独提訴を含め外交

交渉の新たな展開を図ること。 

（４）国民世論の啓発のために、政府主催による「竹島の日」式典の開催

や「竹島の日」の閣議決定を行うこと。 

（５）竹島問題や国境離島に関する啓発施設を隠岐の島町に設置すること。 

（６）国境に位置する離島については、領土保全という重要な役割を考慮

し、一般の離島振興とは別に、特別の支援措置を講じること。 

 

・領土保全対策 

 

＋領土・主権内外発信推進経

費 

 

＋政府の重要施策等に関する

広報（国際） 

16 

 

1.0 

 

 

36 

25 

 

1.5 

 

 

- 

23 

 

1.2 

 

 

36 

Ⅱ 地域住民に被害を及ぼす米軍機による飛行訓練の中止等〔防災部〕 

１ 関係機関への中止の要請等 

住民の平穏な生活を乱すような米軍機による飛行訓練が行われない

よう、米軍関係当局に対し、更に強力な対応を行うこと。 

 

 

― 
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２ 国による実態把握と実態の伝達等 

（１）飛行訓練による住民からの苦情が多い地域の実態調査を早期に実施

し、客観的なデータをもって飛行訓練の実態を明らかにするとともに、

被害の解消に向けた具体的な取組みを示すこと。 

また、実態把握を速やかに行うため、地方がやむを得ず騒音測定器

等を設置する場合には、国は適切な財源措置を講じること。 

（２）現在実施されている飛行訓練の実態について、米国側において正確

に認識されるよう、引き続き地方公共団体からの要請内容や苦情件数

などを米国側に具体的に伝えること。 

３ 飛行訓練に係る情報開示 

住民の不安を軽減するため、米国側との事前調整の実態を明らかに

し、訓練予定日や訓練内容について、県や地元自治体に情報を提供する

こと。 

４ 住民負担の軽減等 

（１）住民からの訴えや地方公共団体からの要請に対する政府の対応状況、

この対応に対する米国側の反応などについて、飛行訓練に係る政府の

認識とともに、住民や地方公共団体に対して説明すること。 

（２）飛行訓練による騒音被害が解消されるまでの間、地元住民の騒音や

安全性に対する不安などを軽減するために必要な措置を速やかに講じ

ること。 

（３）飛行訓練によって生じる負担が一部地域の住民に偏らないよう、政

府において、十分調整して対応すること。 

 ５ 国と地方の協議 

米軍機の飛行訓練による諸問題について、国は、県及び関係市町に説

明・協議する場を設けること。 
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Ⅲ 北朝鮮の核実験や弾道ミサイル発射などの不法な行為への対応〔防災部〕 

 島根県は、日本海を隔てて北朝鮮と隣接する位置関係にあり、北朝鮮の

不法な行為は大きな脅威となっているため、国として、北朝鮮の核実験や

弾道ミサイル発射などに対して厳重な抗議を行うこと。 

 また、国連やＧ７などの場を通じて、北朝鮮が不法な行為を行わないよ

う、国際社会に強く訴えること。 

 

―    

Ⅳ （独）国際協力機構（ＪＩＣＡ）の研修機能の円滑な移転 

〔政策企画局・環境生活部〕 

 政府関係機関移転基本方針で決定された（独）国際協力機構（ＪＩＣＡ）

の研修機能の海士町への一部移転について、地域の活性化につながるよう、

今後とも地元と十分調整しながら円滑に進めること。 

 

― 
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財務省関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 地方行財政の充実強化 

〔政策企画局・総務部・防災部・地域振興部・農林水産部・土木部〕 

１ 地方財源の確保 

（１）平成２９年度の地方財政対策においては、社会保障費などの需要額

の増加や人口減少地域における産業振興・雇用対策のための財政需要

を適切に積算すること。また、増嵩する臨時財政対策債の元利償還金

を別枠で措置することや、地方の財政需要に応じた地方交付税法定率

の引き上げや歳出特別枠の維持により、必要な地方交付税の総額を確

保すること。 

（２）地方法人課税の見直しにあたっては、引き続き地域経済や雇用を支

える中小企業へ大きな影響が出ないよう適切に配慮すること。 

（３）地方間で格差が生じないよう、地域の実情に沿って、恒常的で十分

な財政調整の仕組みを設けること。特に、地方法人税の交付税原資化

にあたっては、偏在是正により生じる財源を活用して地方財政計画に

所要の歳出を計上するとともに、地方交付税の算定については財政力

の弱い団体に配慮した方法とすること。 

（４）臨時財政対策債の発行額の算定については、財政力の弱い団体へ更

に配慮した方法に見直すこと。 

（５）国土強靱化を着実に推進するため、緊急防災・減災事業の平成２９

年度以降の恒久化、対象事業の拡大など、必要な予算を安定的・継続

的に確保すること。 

 

 

 

 

＊地方財政計画 

地方一般財源 

地方交付税 

臨時財政対策債 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊地方債計画 

 緊急防災・減災事業 

 

 

 

 

 

 

616,792 

167,003 

 37,880 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,000 

 

 

 

 

 

 

62.1兆円程度 

159,588 

4.7 兆円程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の拡充・

延長 

 

 

 

 

 

620,803 

163,298 

40,452 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,000 

対象事業を拡充した上で

平成３２年度まで継続 
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（６）道路や河川等の公共土木施設や農林水産関連基盤施設などの長寿命

化に向け、点検・修繕・更新を適切かつ確実に進めるため、引き続き、

これらの地方負担分に対する財政措置の充実を図ること。 

（７）市町村分の地方交付税の交付額の算定については、人口密度が低く、

可住地が分散している団体へ更に配慮した方法に見直すこと。 

２ 地方創生に向けた地方行財政の充実強化 

（１）平成２８年度予算に計上された地方創生推進交付金については、創

意工夫をしながら柔軟に活用できる継続的な制度とするとともに、そ

の規模について、一層の拡大を図ること。 

また、その交付金に係る地方の財政負担については、自治体が着実

に執行することができるよう、引き続き「まち・ひと・しごと創生事

業費」とは別に、地方財政措置を確実に講じること。 

（２）平成２８年度地方財政計画の歳出に計上された「まち・ひと・しご

と創生事業費」について、地方創生・人口減少の克服に向けて今後も

継続し、拡充すること。 

３ 地方分権改革の推進 

地方分権改革においては、地方からの制度改革に対する提案を真摯に

検討し、今後も着実に推進するとともに、社会資本整備や財政力の地域

間格差に配慮するなど適切な財源措置を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

＋地方創生推進交付金 

＋地方創生拠点整備交付金 

  

 

 

 

＊地方財政計画 

まち・ひと・しごと創生事

業費 

 

 

 

 

 

 

 

1,000 

［補］900 

 

 

 

 

 

10,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,170 

 

 

 

 

 

 

10,000 

 

 

 

 

 

 

 

1,000 

 

 

 

 

 

 

10,000 

 

Ⅱ 消費税の引上げに伴う影響への対応〔政策企画局・健康福祉部・病院局〕 

１ 消費税１０％への引上げを行う際には、地域経済への影響に十分配慮

した対策を講じること。 

 

 

― 
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２ 消費税の引上げに伴い拡充される地方消費税については、引き続き、

地方消費税に係る基準財政収入額へ１００％算入するとともに、社会保

障制度の機能強化や機能維持等に係る地方負担については、その全額を

基準財政需要額に算入すること。また、各団体において、引上げ分の地

方消費税収と社会保障施策に要する経費の対応関係が明確になるよう、

地方消費税の清算基準の見直しを検討すること。 

３ 消費税率の１０％への引上げの際の軽減税率導入にあたっては、減収

分を代替税財源等により確実に措置するなど、地方の社会保障財源に影

響を与えないようにすること。 

４ 医療機関の控除対象外消費税の取扱いについては、消費税の引上げ時

期にかかわらず、医療機関の経営に影響が生じないよう、地域医療確保

の観点から抜本的に見直すこと。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 国民健康保険制度の安定運営〔健康福祉部〕 

平成３０年度から都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体とな

るにあたっては、今後の医療費の増嵩に耐えうる持続可能な制度とすると

ともに、特に財政基盤の弱い団体に対しては重点的な財政支援の措置を講

じること。 

また、全国で 2,000 億円規模とされている財政安定化基金について、大

幅な給付費増等に対応するため、更なる規模の拡大を行うこと。 

＋国民健康保険への財政支援

の拡充等 

 

1,412 

 

 

 

事項 2,732 

Ⅳ 小中学校の少人数学級編制の推進〔教育委員会〕 

「次世代の学校・地域創生プラン」を推進するための重要な施策として、

生活・学習両面において、児童生徒一人ひとりに対するきめ細かな指導の

充実を図る観点から、小中学校のすべての学年に３５人学級編制を導入す

ること。 

― 
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文部科学省関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 学校教育における竹島の指導〔教育委員会〕 

全国の子どもが竹島問題を正しく理解することは極めて重要であるこ

とから、児童生徒用教材や教師用指導資料の作成・配布等により、学校教

育において、竹島問題を積極的に取り扱われるよう取組みを強めること。 

また、平成２６年に中学校及び高等学校の学習指導要領解説の一部が改

訂され、竹島問題に関する記載が充実されたところであるが、次期学習指

導要領においても竹島問題を取り上げること。 

― 

 

 

   

Ⅱ 学校における教育体制の充実〔教育委員会〕 

１ 「次世代の学校・地域創生プラン」を推進するための重要な施策とし

て、生活・学習両面において、児童生徒一人ひとりに対するきめ細かな

指導の充実を図る観点から、小中学校のすべての学年に３５人学級編制

を導入すること。 

２ 小中学校における特別支援教育を充実するため、通級指導教室及び特

別支援学級に係る教職員定数を改善するとともに、通常学級における発

達障がい等の児童生徒へのきめ細かな指導の充実に向けた教員定数の

加配措置を行うこと。 

３ 教育の機会均等や進路保障の観点から、中山間地域の教育環境を確保

するため、１学年１学級又は２学級の小規模高校に対する教員定数の加

配措置を行うこと。 

 

―    
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４ 現在、学校司書は１２学級以上の規模を有する高校に定数配置されて

いるが、１２学級未満の高校、特別支援学校及び小中学校にも定数で措

置すること。 

 

Ⅲ 家庭の経済事情に左右されない教育機会の保障〔教育委員会〕 

１ 貧困による教育格差の解消を目的とした教員定数の加配措置を大幅

に拡充すること。 

２ 高校教育段階における教育費負担を軽減する観点から、低所得者世帯

を対象とした奨学のための給付金制度の更なる充実を図ること。 

３ 地域で行う学習支援に対する財政支援を拡充すること。 

 

 

 

 

・高校生等奨学給付金の充実 

 

・地域未来塾による学習支援

の充実 

 

 

 

131 

 

3 

 

 

 

163 

 

5 

 

 

 

 

136 

 

3 

Ⅳ 大学によるへき地医療支援の促進〔健康福祉部〕 

過疎地域における医師不足の改善が図られるよう、厚生労働省と連携

し、大学によるへき地医療支援体制を強化すること。 

（１）地域医療に求められている、総合的に患者を診る能力を持つ医師を

養成するため、教育体制の強化を図ること。 

（２）若手医師が医学部・大学病院において、教育・研究活動に従事でき、

地域医療を担うことのできる環境を整備するために、医師等の処遇や

勤務環境の改善、機能強化が図れるよう十分な財政支援を行うこと。 

・未来医療研究人材養成拠点

形成事業 

 

・課題解決型高度医療人材養

成プログラム 

 

・大学における医療人養成の

在り方に関する調査研究 

14 

 

 

9 

 

 

1 

14 

 

 

11 

 

 

1 

10 

 

 

8 

 

 

1 

Ⅴ 世界文化遺産の保全管理の充実〔教育委員会〕 

世界文化遺産に登録された全国１６件の資産の保全と、我が国の文化財

保護全体の充実を図るために、新たな法律の制定や文化財保護法の改正な

どその方策を検討すること。 

―    
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Ⅵ 国立三瓶青少年交流の家の国営存続〔教育委員会〕 

中国地方における青少年の交流や体験活動の拠点施設である国立三瓶

青少年交流の家について、国営で存続させること。 

―    
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厚生労働省関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 少子化対策・子育て支援の充実〔健康福祉部・商工労働部〕 

１ 子ども・子育て支援新制度における施策の充実 

（１）消費税の引き上げ延期にかかわらず、子ども・子育て支援新制度が

安定的に実施され、また、幼児期の教育や保育、地域の子育て支援の

「量の拡充」と「質の改善」が確実に実施できるよう、必要な予算を

確保すること。 

（２）子育て家庭の経済的な負担を軽減するため、保育料のような基本的

な制度については、国において軽減に向けた制度の拡充を図ること。 

（３）待機児童が発生している要因の一つである保育士不足を解消するた

め、保育士に係る給与の抜本的改善、配置基準の見直し、人材確保支

援の充実を行うこと。また、事務職員、栄養士の配置を促進するため

の財源措置の充実を図ること。 

 

 

（４）放課後児童クラブにおいて従事する放課後児童支援員について、新

たに認定資格研修の受講が義務付けられたが、人材の確保が困難な地

域における放課後児童クラブの運営に支障が生じないよう、従事経験

年数などの受講要件の弾力化や経過措置期間の延長を図ること。 

２ 未婚・晩婚化対策の推進 

未婚・晩婚化対策を推進するため、地域の実情にあった効果的な取組

みが行えるように、自由度が高く、かつ、継続的な財政支援等を行うこ

と。 

 

 

 

＋教育・保育、地域の子ども・

子育て支援の充実 

 

 

 

 

・待機児童の解消等に向けた

取組みの推進 

 

＋保育士等の処遇改善（教

育・保育、地域の子ども・

子育て支援の充実の内数） 

 

 

 

 

＋地域少子化対策重点推進交

付金 

 

 

 

 

 

7,636 

 

 

 

 

 

982 

［補］544 

 

- 

 

 

 

 

 

 

5 

［補］40 

 

 

 

 

 

7,636 

事項 

 

 

 

 

1,169 

 

 

事項 

 

 

 

 

 

 

11 

 

 

 

 

 

 

9,167 

 

 

 

 

 

1,013 

 

 

503 

 

 

 

 

 

 

6 
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３ 子どもの医療費負担の軽減 

子育て家庭の経済的な負担を軽減するため、子どもの医療費のような

基本的なサービスについては、地域によって自己負担が大きく異ならな

いよう、国において本人負担の軽減措置を拡充すること。 

４ 不妊治療支援対策の充実 

不妊に悩む方が安心して治療を受けられるようにするために、特定不

妊治療に係る所得制限の緩和や医療保険適用対象の拡大など更なる支

援措置を講じること。 

また、一般不妊治療についても医療保険適用対象の拡大を図るととも

に、男性不妊について早期治療の有効性等の知識の普及・啓発等の取組

みを推進すること。 

５ 仕事と子育ての両立支援 

出産や育児による離職を減らし、出産後も仕事を続けることができる

よう、経営の厳しい小規模事業者等が行う従業員の円滑な育児休業の取

得や職場復帰の促進の取組みへの支援について、助成金の支給要件の緩

和等さらなる支援を充実すること。 

 

 

 

 

 

・不妊に悩む方への特定治療

支援事業 

 

 

 

 

 

・中小企業両立支援助成金 

 （代替要員確保コース） 

 

 

 

 

158 

 

 

 

 

 

5 

 

 

 

 

154 

 

 

 

 

 

 

78 の内数 

 

 

 

 

160 

 

 

 

 

 

 

30 の内数 

Ⅱ 医療対策の充実〔健康福祉部〕 

１ 地域医療介護総合確保基金 

（１）高齢者の増加や医療従事者の偏在により地域医療は危機的な状況で

あることから、医療従事者の確保対策や在宅医療の推進など地域医療

の提供体制を整備するための取組みに必要な財源を十分に確保する

こと。 

 

 

 

 

・地域医療介護総合確保基金

（医療分） 

 

 

 

 

 

 

 

602 

 

 

 

 

 

 

 

 

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

602 
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（２）離島や中山間地域では、在宅医療を含む地域医療体制の整備や医療

従事者の確保が重要な課題となっており、基金の配分にあたっては、

病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備に重点化することな

く、こうした都道府県の実情に応じた配分を行うこと。 

（３）基金事業を円滑に実施するため、あらかじめ事業実施に必要な基礎

的な額の配分を確保するとともに、内示時期を前年度中に早めるな

ど、基金の配分に係る仕組みを見直すこと。 

（４）訪問診療の困難な周辺部に住む高齢者の住まい対策やドクターヘリ

の活用など、地域の実情に応じた様々な取組みに基金が柔軟に活用で

きるよう見直すこと。 

２ 地域医療構想 

（１）２０２５年に向けた医療・介護のあり方や地域医療構想の策定の意

義について、国民や関係機関に十分説明し、理解を得ること。 

（２）地域医療構想で示す２０２５年の必要病床数は、国が示す一定の仮

定の下での試算値であり、今後関係者が地域の実情に応じた課題や対

応策を議論していくこととなるため、国は、その課題の解決等に向け、

柔軟な制度運用や幅広い支援策を検討すること。 

３ がん対策の推進 

（１）地方におけるがん医療提供機関確保のために、がん診療連携拠点病

院の指定要件については、人口規模や地理的条件など地域の実態に即

した基準とすること。 

（２）がん診療に携わる医療従事者すべてが、がんと診断された時から患

者が抱える様々な苦痛をより深く理解し、十分なコミュニケーション

のもとで医療を提供できるよう、患者視点を盛り込んだ専門教育の推

進を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・がん対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

305 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

364 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

314 
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（３）がん対策の推進にあたっては、事業所における従業員の検診受診環

境の整備や、治療と就労の両立支援の推進など、事業所の役割を強化

すること。 

（４）患者の経済的負担の軽減のため、がんの先進的な医療や在宅療養に

かかる薬剤や医療機器等について、医療保険の適用となる対象の拡充

に引き続き努めること。 

４ 医師・看護職員確保対策の推進 

（１）医師不足が深刻な地方の病院や、産科・外科など不足する診療科で

勤務する医師を増やすよう、必要な措置を講じること。 

① 平成３０年度に開始される新たな専門医制度においては、都市部

の病院に研修医が集中することが懸念されることから、医師の地域

偏在・診療科偏在につながらないよう、国が責任をもって研修定員

の設定を行うなど必要な措置を講じること。 

② 若手医師が地域の医療機関や医師が不足する診療科において、充

実した研修が受けられるよう病院の研修環境や指導体制の充実を

図ること。 

③ 産科・外科などにおける医療事故の患者や家族の早期救済のた

め、現在分娩に関連した産科医療補償制度のみである無過失補償制

度を拡充すること。 

④ 女性医師の出産・育児による離職防止、復職の促進に向け、仕事

と育児等が両立できるよう、必要な財源措置も含め、就労環境の整

備・充実を図ること。 

（２）看護職員の勤務環境の改善や処遇改善について、夜勤負担の軽減や

適切な給与水準が実現されるよう、実効性のある施策の充実に取り組

むとともに、人材養成・離職防止・再就業促進等の取組みへの財政支

援の一層の充実を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・専門医認定支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 
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（３）地域包括ケアシステムの担い手として、その業務範囲が拡大する過

疎地の公立・公的病院について、医師・看護職員の確保、処遇の充実、

従事環境の整備等の十分な取組みが行えるよう、財源支援措置の充実

を図ること。 

（４）勤務医や看護職員の業務負担軽減のため、コンビニ受診の抑制やか

かりつけ医の普及啓発など、医療機関の適切な利用方法などについ

て、引き続き国民への広報・啓発を強化すること。 

５ ＩＣＴを利用した医療機関と介護施設の連携の推進 

ＩＣＴを利用した各医療機関と介護施設の連携の効果をより発揮す

るため、国において次の対応を行うこと。 

（１）医療機関・介護施設の負担軽減を図り、より一層の参加を促すため、

医療・介護情報連携ネットワークシステムの維持管理にかかる利用料

について、診療報酬での措置を拡充するとともに、介護報酬において

措置すること。 

（２）医療・介護情報連携ネットワークを全国規模で展開できるシステム

環境を早期に整備するため、現在、地域単位で独自に整備・運用され

ているシステムの規格や規程等について統一の基準を早急に示すこ

と。 

６ 医療提供体制推進事業費補助金 

（１）医療提供体制推進事業費補助金については、年々交付率が低下して

きており、都道府県の超過負担が大きく生じていることから、いずれ

の事業においてもその実績に応じた補助を行うこと。 

（２）ドクターヘリ運航委託費の補助は全国一律・一定となっているが、

運行実績は都道府県により大きく異なることから、地域の実情を考慮

し、運航実績に応じた補助を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地域医療介護総合確保基金

（医療分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・医療提供体制推進事業費補

助金 

 

 

・ドクターヘリ導入促進事業

（医療提供体制推進事業費

補助金の内数） 

 

 

 

 

 

 

 

602 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

150 

 

 

 

61 

 

 

 

 

 

 

 

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

167 

 

 

 

65 

 

 

 

 

 

 

 

602 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

154 

 

 

 

65 



34 

Ⅲ 国民健康保険制度の安定運営〔健康福祉部〕 

平成３０年度から都道府県が国民健康保険の責任主体となるに当たっ

ては、将来に向かって持続可能な制度となるよう、次の対応を行うこと。 

（１）今後の医療費の増嵩に耐えうる制度とするとともに、特に財政基盤

の弱い団体に対しては重点的な財政支援の措置を講じること。 

また、全国で2,000億円規模とされている財政安定化基金について、

大幅な給付費増等に対応するため、更なる規模の拡大を行うこと。 

（２）事業費納付金の額の決定等財政運営の基本となる事項については、

政省令やガイドラインなどに具体的に明記すること。 

（３）新制度が円滑に実施できるよう、早急に詳細な工程表や検討課題を

示すとともに、必要な予算措置を行うこと。 

 

・国民健康保険への財政支援

の拡充等 

 

 

1,412 

 

 

事項 

 

2,732 

Ⅳ 介護保険制度の充実〔健康福祉部〕 

地域包括ケアシステムの構築に向け、介護保険制度が持続可能で安定し

た制度となるよう、今後の制度改正においては、介護保険財政における保

険料と国・地方の負担割合の見直しを行うとともに、中山間地域や離島を

抱える地域や、高齢化率が高い地域などの実情を踏まえた制度となるよ

う、以下のとおり必要な改善を図ること。 

（１）高齢化率とりわけ後期高齢者割合が高い地域は、保険料が高く介護

保険財政も厳しいため、国の調整交付金の算定方法の見直しによりそ

の負担を軽減すること。 

（２）離島・中山間地域においては、介護サービス提供の効率が悪く、事

業所も小規模にならざるを得ないため、介護報酬の更なる上乗せ及び

公費負担による対応を図ること。 

 

 

・安心で質の高い介護サービ

スの確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28,819 

［補］20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29,907 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29,762 
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（３）介護サービスに従事する介護職員や看護職員等の人材確保や定着の

ため、引き続き介護報酬の改定を通じて処遇改善を図るとともに、若

者の就労促進に向けた介護職のイメージアップや介護職場の環境改

善を進める対策を講じること。 

（４）地域包括ケアシステムの中核機関としての役割を担う地域包括支援

センターについては、人員体制の強化、職員研修の充実など、機能強

化に向けて十分な財政支援を行うこと。 

 

・介護人材の処遇改善（安心

で質の高い介護サービスの

確保の内数） 

 

- 

 

事項 289 

Ⅴ 福祉サービス提供体制の充実〔健康福祉部〕 

１ 社会福祉施設等施設整備費国庫補助金の予算の確保 

障がい者等の「住まいの場」としてのグループホーム整備や「日中活

動の場」としての通所事業所整備に必要となる「社会福祉施設等施設整

備費国庫補助金」について、地域の実情に応じた計画的な施設整備に必

要な予算確保を図ること。 

２ 発達障がい者への支援体制の充実 

発達障害者支援法の改正を踏まえ、発達障がい者に対し、障がい特性

に応じた切れ目のない支援の一層の充実を図ること。 

（１）発達障がい者が、身近な地域においてできるだけ早期に適切な診断

や診療が受けられるよう、国において専門医の養成や確保を行うこ

と。 

（２）支援の中核となる発達障害者支援センターの人員体制の充実などに

必要な財源措置を講じること。 

（３）障がい者手帳を取得している発達障がい者が一部にとどまっている

ことから、障がい者手帳をより取得しやすい仕組みとすること。 

 

 

 

・障害児・障害者への福祉サ

ービス提供体制の基盤整備 

 

 

 

・かかりつけ医等発達障害対

応力向上研修事業 

 

 

 

 

・地域生活支援事業（発達障

害児・発達障害者の地域支

援機能の強化は、その内数） 

 

70 

［補］118 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

464 

 

 

100 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

484 

 

 

71 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

488 
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Ⅵ 原子力発電所の防災対策の強化〔防災部・健康福祉部〕 

原子力災害が発生した場合、一般住民及び避難行動要支援者の避難が迅

速かつ安全にできるよう、特に以下の点について、関係する省庁が連携す

る体制を強化の上、国が前面に立って調整・支援を行うこと。 

（１）県境を越えるような広域避難が発生した場合の避難に係る受入れ自

治体、関係機関との調整 

（２）要支援者を含む住民の避難に必要な移動手段・運転要員、資機材、

避難支援要員等の迅速な確保 

（３）避難退域時検査（スクリーニング）及び避難所や救護所等で必要と

なる資機材、物資、医療・介護従事者等の確保 

（４）屋内退避時に必要となる人的・物的支援体制の整備 

（５）要支援者の最終的な避難先となる病院、社会福祉施設等の確保及び

そこへの迅速な移送が可能となる体制の整備 

（６）地理的に即時避難が容易でない要支援者等が利用する施設等を対象

とした放射線防護対策及び通信手段の確保に対する財政支援 

（７）原子力災害拠点病院等に対する財政支援制度の創設 

（８）安定ヨウ素剤の予防服用体制充実に当たっての副作用・誤飲に関す

る補償制度の創設 

＋原子力発電施設等緊急時安

全対策交付金 

 

＋原子力災害対策事業費補助

金 

123 

 

 

［補］100 

189 104 

 

 

 

Ⅶ 消費税の引上げに伴う影響への対応〔健康福祉部・病院局〕 

医療機関の控除対象外消費税の取扱いについては、消費税の引上げ時期

にかかわらず、医療機関の経営に影響が生じないよう、地域医療確保の観

点から抜本的に見直すこと。 

 

 

 

 

― 
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Ⅷ 上水道事業統合後の旧簡易水道事業に係る国庫補助事業の継続 

〔健康福祉部〕 

 上水道事業統合後の旧簡易水道事業に対し、従前のサービス水準が維持

できるよう、統合のメリットが出にくい地域の実情も踏まえ、統合前と同

様の支援を継続すること。 

 

―    

Ⅸ 若者の雇用対策の推進〔商工労働部〕 

産業振興を図る上で、人材の確保、とりわけ企業の将来を担う若年層

の確保・育成が重要であることから、ものづくり産業や建設産業、福祉

関連産業など地域における人手不足の産業分野を中心に、若者と企業と

のミスマッチ防止や早期離職の解消に向けた取組みが進むよう、既存の

支援制度の要件緩和や若者の雇用対策の充実を図ること。 

 

・若者の適職選択の支援 

 

・新卒者等の正社員就職の実

現 

7 

 

108 

249 

の内数 

238 

の内数 
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農林水産省関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定に係る対策等 

〔政策企画局・農林水産部〕 

「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に基づく施策について、必要な予算を

長期にわたり安定的に確保し、国の責任において適宜情報提供を行いつつ

万全の対策を講じること。 

特に、中山間地域等については、引き続き、その実情に配慮しながら対

策を進めること。 

・ＴＰＰ対策 - 

［補］3,453 

- - 

 

Ⅱ 農林水産業の経営安定や発展のための施策の充実強化〔農林水産部〕 

１ 農業の経営安定や競争力強化に必要な施策の充実 

今後の施策の展開に当たっては、中山間地域等地域の実情を反映した

柔軟な制度設計・運用となるよう、以下のとおり措置すること。 

 

 

 

 

 

（１）米政策及び経営所得安定対策等の見直し 

① 需要に応じた米生産が行われ、需給と価格の安定が図られるよ

う、国が責任を持って米の需給改善に必要な対策を講じること。 

また、平成３０年以降の米の需給調整や生産のあるべき姿、それ

までの具体的な方策や道筋を示すこと。 

 

 

 

・中山間地農業ルネッサンス

事業 

 ［関係する事業］ 

 強い農業づくり交付金 

 農業農村整備関係事業 

 多面的機能支払交付金 等 

 

 

・米穀周年供給･需要拡大支援

事業 

 

 

 

 

 

- 

 

 

 

 

 

 

 

50 

 

 

 

 

 

 

- 

 

 

 

 

 

 

 

50 

 

 

 

 

 

 

400 

(優先枠等を設定して

実施) 

 

 

 

 

 

50 
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② 農業者が、今後の明確な経営計画を立てられるよう、「水田活用

の直接支払交付金」や「産地交付金」の十分な予算を確保し、安定

的・継続的な制度とすること。 

③ 新たに検討されている収入保険制度の導入については、地域の実

態を踏まえ、農家経営全体をカバーできる万全なセーフティーネッ

トとなるように制度を構築すること。 

（２）農業の担い手確保対策の充実 

① 園芸産地の世代交代と新たな担い手の育成確保を図るため、強い

農業づくり交付金、産地パワーアップ事業などの施設整備や生産支

援に対する予算を確保するとともに、地域の実態に即した柔軟な制

度となるよう、補助対象の拡充を図ること。 

 

② 青年の就農直後の経営安定を図るため、農業次世代人材投資事業

の予算を確保するとともに、親元就農の場合の土地所有の要件を利

用権設定に緩和すること。 

③ 農村地域での人口定住と担い手の育成確保を図るため、農業を営

みながら他の仕事にも携わり、双方で生活に必要な所得を確保する

仕組み「半農半Ｘ」の実践者を新たな担い手として位置づけ、農業

次世代人材投資事業に準じた支援を実施すること。 

（３）畜産業への支援強化 

① 肉用牛肥育経営安定特別対策事業をはじめとした畜産・酪農経営

安定対策への十分な予算確保と畜産情勢を踏まえた適切な安定対

策を講じること。 

② 畜産経営体の生産基盤強化及び収益力向上のため、畜産・酪農収

益力強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業）や強い農業づ

くり交付金などの予算について今後も継続して十分に確保するこ

と。 

 

・水田活用の直接支払交付金 

 

 

 

 

 

 

・強い農業づくり交付金 

 

・産地パワーアップ事業 

 

 

・農業次世代人材投資事業

（H28 は、青年就農給付金事

業） 

 

 

 

 

 

・畜産・酪農経営安定対策 

 

 

・畜産・酪農収益力強化整備

等特別対策事業 

 

・強い農業づくり交付金 

  

3,078 

［補］144 

 

 

 

 

 

208 

 

- 

［補］570 

 

116 

 

 

 

 

 

 

 

1,698 

 

 

- 

［補］685 

 

208 

 

3,322 

 

 

 

 

 

 

230 

 

- 

 

 

172 

 

 

 

 

 

 

 

1,698 

 

 

- 

 

 

230 

 

3,150 

 

 

 

 

 

 

202 

 

- 

 

 

140 

 

 

 

 

 

 

 

1,763 

 

 

- 

 

 

202 
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（４）農地中間管理事業の推進 

農地集積を円滑に進めるため、中山間地域等条件不利地域の農地を

引き受ける担い手に対する支援について今後も継続して、十分な予算

を確保すること。 

 

また、農地中間管理事業と連動して実施する「農地耕作条件改善事

業」の十分な予算を確保すること。 

（５）日本型直接支払制度の推進 

① 農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮のための活動を支援

する本制度の展開は地域政策として極めて重要であることから、十

分な予算を確保すること。 

② 多面的機能支払については、活動組織が取り組みやすくなるよ

う、活動組織の広域化支援の拡充など制度の充実を図ること。 

③ 規模拡大やコスト削減に限界がある中山間地域等において、農地

保全や集落の維持・活性化につながるよう、交付単価の減額算定を

廃止するなど中山間地域等直接支払制度の充実を図ること。 

④ 環境保全型農業直接支払交付金については、農業者等の取組みに

影響が生じないよう、十分な予算を確保すること。 

（６）６次産業化の推進 

小規模事業者が多い中山間地域等において、市町村が中心となり地

域の６次産業化を着実かつ継続的に推進することができるよう、事務

手続きの簡素化や事業内容の拡充など「６次産業化ネットワーク活動

交付金」の制度を見直すこと。 

２ 森林・林業・木材産業への支援 

（１）産業振興と環境保全を両立させる循環型林業の確立を地域活性化の

重要課題と位置づけ、木材価格が低迷する中で森林所有者の経営意欲

を喚起できるよう支援措置を充実すること。 

 

・農地中間管理機構事業関係 

・担い手確保･経営強化支援事

業 

・農地耕作条件改善事業 

 

 

 

 

 

・多面的機能支払交付金 

 

・中山間地域等直接支払交付

金 

 

・環境保全型農業直接支払交

付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81 

- 

［補］53 

123 

［補］102 

 

 

 

 

483 

 

263 

 

 

24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

208 

- 

 

147 

 

 

 

 

 

503 

 

270 

 

 

27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

155 

- 

 

236 

 

 

 

 

 

483 

 

263 

 

 

24 
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① 林業を成長産業とし、主伐による原木増産、作業道の整備、木材

産業の強化、特用林産対策等を総合的に進めていくため、次世代林

業基盤づくり交付金や合板・製材生産性強化対策事業における交付

対象を拡充し、必要な予算を確保すること。 

② 循環型林業を進めるうえで必要な再植林・間伐などに要する経費

が負担となっているため、現行制度を大幅に見直し、森林所有者負

担や県負担の軽減を図るとともに予算を確保すること。 

（２）地球温暖化対策のための森林環境税（仮称）等の新たな仕組みを早

期に導入し、税の使途に森林整備と木材利用の推進を位置づけ、森

林・林業対策の重点的な実施のための制度を創設すること。 

（３）優秀な林業技術者を確保するため、農林大学校（林業科）の教育の

充実や高性能林業機械の整備などに対する支援制度を創設すること。 

   また、農林大学校等の学生が安心して研修に専念するための「緑の

青年就業準備給付金」については、学生が増加傾向にあることを踏ま

え、十分な予算を確保すること。 

（４）林業公社の経営安定化に対する支援措置を充実すること。 

① 日本政策金融公庫資金の既往債務に対する元利金返済負担軽減

措置を実施し、併せて森林整備活性化資金の融資対象の拡大を行う

こと。 

② 長伐期化に伴う分収契約の変更等を円滑に実施するため、税制度

の整備や補助制度の拡充を行うこと。 

③ 林業公社への支援に対する財政支援制度を拡充すること。 

３ 漁業経営対策の充実 

漁業経営の安定化や漁船の更新、担い手の漁船取得が円滑に進められ

るよう、「水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（浜の担い手漁船リ

ース緊急事業）」の予算措置を平成２９年度以降も十分に行うこと。 

 

・次世代林業基盤づくり交付

金 

 

・合板・製材生産性強化対策

事業 

 

 

 

 

 

 

 

・緑の青年就業準備給付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・水産業競争力強化漁船導入

緊急支援事業 

 

61 

 

 

- 

［補］330 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 

［補］143 

 

 

150 

 

 

- 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 

 

 

70 

 

 

- 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 
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Ⅲ 農林水産業の振興や集落の維持等に必要な基盤の整備〔農林水産部〕 

１ 農林水産公共予算の確保及び制度の拡充 

（１）農林水産業の生産を支え、地方創生、国土強靭化等を進めるうえで

重要な役割を担っている基盤整備事業について、必要な予算を長期に

わたり当初予算で確保すること。 

   特に、農林水産関係の基盤整備や防災対策等を進めるうえで重要な

次の事業を実施する「農山漁村地域整備交付金」について、予算の充

実及び制度の拡充を行うこと。 

  ① 中山間地域等の条件整備を進める中山間地域総合整備事業 

  ② 林業の成長産業化に不可欠な林道事業  

  ③ 山地災害の未然防止対策等を行う治山事業  

  ④ 漁業生産の効率化や漁村の防災対策等を推進する漁港漁村事業 

 （２）「中山間地域所得向上支援対策」について、今後も安定的に事業が

実施できるよう、引き続き十分な予算を確保すること。 

 ２ 農林水産関連基盤施設の長寿命化対策に係る制度・予算及び財政措置

の拡充強化 

県土全域が特殊土壌地帯である島根県において、県土の強靭性を確保

することにより、災害に強い安全で安心な農山漁村の暮らしを実現し、

農林水産業の生産基盤を維持・強化するために、老朽化した農林水産関

連基盤施設の長寿命化対策に係る制度・予算及び地方負担分に対する財

政措置の充実強化を行うこと。 

３ 「特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法」の延長 

 平成２８年度末で失効する「特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置

法」の延長を行い、国土の保全と農林業の振興を図ること。 

 

 

・農林水産公共 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,761 

［補］2,863 

 

 

 

 

 

 

 

8,075 

 

 

 

 

 

 

6,833 
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Ⅳ 日韓漁業協定の実効確保と監視取締体制の充実強化等〔農林水産部〕 

１ 竹島の領土権を確立し、排他的経済水域（ＥＥＺ）の境界線を画定す

ることにより、暫定水域の撤廃を図ること。 

２ それまでの間、両国の責任のもとで、暫定水域における資源管理につ

いて、実効ある管理体制を早期に確立すること。 

３ 我が国の排他的経済水域内における韓国漁船の違法操業が根絶され

るよう、引き続き監視取締りの充実強化を図ること。 

４ 我が国と漁場競合する韓国のはえ縄漁船について、排他的経済水域内

における許可隻数の削減、操業規制の強化を行うこと。 

５ 平成２５年度補正予算において基金化された韓国・中国等外国漁船操

業対策事業について、今後も安定的に事業が実施できるよう、平成２９

年度以降も十分な予算措置を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・韓国・中国等外国漁船操業

対策事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 

［補］40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 

 

Ⅴ 中山間地域等における「小さな拠点づくり」への支援〔地域振興部〕 

「小さな拠点づくり」については、離島・中山間地域など条件不利地域

の実情を踏まえ、買い物などの生活機能や生活交通の確保、産業の振興な

どに取り組むことができるよう、十分な予算額の確保を図ること。 

＋過疎地域等集落ネットワー

ク圏形成支援事業 

・農山漁村振興交付金 

＋「小さな拠点」の形成推進 

  

4 

［補］2 

80 

2 

 

9 

 

150 

3 

 

4 

 

101 

2 

Ⅵ 農業・食品産業技術総合研究機構大田研究拠点の拡充 

〔政策企画局・農林水産部〕 

 政府関係機関移転基本方針で決定された国立研究開発法人農業・食品産

業技術総合研究機構西日本農業研究センター大田研究拠点における畜産

分野の研究体制の強化について、地域の活性化につながるよう、今後とも

地元と十分調整しながら円滑に進めること。 

―    
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経済産業省関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 原子力発電所の安全対策の強化等〔防災部・地域振興部〕 

１ 原子力安全対策 

（１）原子力発電所の稼働・再稼働については、まず、エネルギー政策上

の必要性を国が明確に示し、個別の発電所毎に、その安全性を国が責

任を持って判断し、県民や立地・周辺自治体に十分な説明を行い、理

解を得ること。 

また、その具体的な手続きを早期に示すこと。 

（２）島根原子力発電所の廃止措置に伴い発生する放射性廃棄物の処分に

ついて、発生者責任の原則を基本としつつ、国としても、処分の円滑

な実現に向け、取組みを加速させること。 

また、使用済燃料の搬出や譲渡しが確実に行われるよう、使用済燃

料の再処理等、国が前面に立って取り組むこと。 

２ 原子力防災対策 

「原子力災害対策指針」等を踏まえた、県、市町村が行う地域防災計

画（原子力災害対策編）の改定や福島での事故を踏まえた防災対策の強

化について、関係する省庁が連携する体制を強化の上、国が前面に立っ

て調整し、必要な支援・協力を行うこと。 

（１）原子力災害が発生した場合、一般住民及び避難行動要支援者の避難

が迅速かつ安全にできるよう、避難道路の早急な整備及び支援の拡充

を行うこと。 

（２）地方自治体の原子力安全・防災対策に従事する職員人件費など必要

な経費について財政措置を講じること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＋原子力発電施設等緊急時安

全対策交付金 

 

＋原子力災害対策事業費補助

金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

123 

 

 

［補］100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

189 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

104 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45 

３ 電源立地地域に対する財政措置 

（１）原子力発電施設については、廃止が決定された後も原子力安全・防

災対策など行政の財政負担が引き続き生じること、また、立地自治体

の経済、雇用、財政等への影響への考慮が必要であることから、電源

三法交付金・補助金については、原子力発電施設の撤去完了までを見

据えた制度とすること。 

（２）新たに創設された補助金や増額された交付金については、原子力発

電所の廃止措置期間中における立地自治体の財政に影響を及ぼすこ

とがないよう、対象事業や交付金額・期間に十分に配慮したものとす

ること。 

（３）電源三法交付金については、原子力発電所の安全確保のための運転

停止期間中における「みなし規定」の見直しにより交付水準が低下し

たが、原子力発電所の立地に伴う財政需要に配慮し、十分な交付水準

を確保すること。 

（４）原子力発電所の長期停止による地域経済の停滞に対し、独自の産

業・雇用対策を実施するため、新たな交付金を創設すること。 

 

・電源立地地域対策交付金 

 

・原子力発電施設等立地地域

基盤整備支援事業 

 

・エネルギー構造高度化・転

換理解促進事業 

869 

 

56 

 

 

45 

836 

 

63 

 

 

60 

 

824 

 

46 

 

 

45 

Ⅱ 地域の経済情勢への対応〔商工労働部〕 

１ 消費税１０％への引上げを行う際には、地域経済への影響に十分配慮

した対策を講じること。 

また、価格転嫁が適正になされるよう対策を講じること。 

２ 経済と雇用の中心的な担い手である中小企業の存続に向け、事業承継

に向けた支援の強化を図ること。 

３ 依然として厳しい経営状況にある地域の中小企業の資金繰りに支障

を来さないように、セーフティーネット保証５号の対象業種や対象要件

を拡充するなど金融セーフティーネットの機能維持に万全を期すこと。 

 

・消費税転嫁対策関連事業 

 

 

・中小企業・小規模事業者の

事業引継促進 

・きめ細やかな資金繰り支援 

 

 

32 

 

 

58 の内数 

 

244 

[補]316 

 

 

31 

 

 

113 の内数 

 

261 

 

 

 

29 

 

 

72 の内数 

 

226 
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４ 地域の日常生活に不可欠な買い物やサービスなどの機能を確保する

ため、地域商業等を維持・継続するための施策を充実すること。 

・地域・まちなか商業活性化

支援 

20 25 18 

Ⅲ 再生可能エネルギー及び省エネルギーの推進〔地域振興部・環境生活部〕 

再生可能エネルギー導入促進と省エネルギー推進の取組みを加速する

ための仕組みや支援などの施策を明らかにし、必要な財政措置を講じるこ

と。 

 

・新エネルギー 

 

 

・省エネルギー 

 

1,602 

 

 

1,555 

［補］100 

 

1,336 

事項 

 

2,060 

 

1,329 

 

 

1,492 
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国土交通省関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 地方の社会資本の整備推進〔土木部〕 

県民の安全・安心の確保や個性あふれる地方の創生に向けて、必要な社

会資本整備を進めることができるよう、予算を十分確保し、地方に重点配

分するとともに、特に以下の事項について整備・施策の推進を図ること。 

１ 地方が実施する事業の推進 

地域の生活に欠かせない道路や下水道等の整備、住民の安全・安心を

確保するための土砂災害対策や河川改修、道路斜面の落石対策等が着実

に進むよう、社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金などの予算

を十分確保し、必要な事業が多く残された地方に重点配分すること。 

土砂災害警戒区域等の指定は、危険箇所を住民へ周知する最善の方法

であり、調査が着実に実施できるよう補助率を引き上げるとともに、地

方負担分を起債の対象とするなど、必要な財政支援を図ること。 

また、公共土木施設の長寿命化への取組みについて、国庫補助事業の

適用範囲の拡大や地方負担分に対する財政措置の充実を図ること。 

さらに、地籍調査や空き家対策について、予算の重点配分を行うこと。 

２ 高速道路をはじめとする地方の道路整備の推進 

（１）高速道路や地域の生活に欠かせない道路など地方に必要な道路整備

が今後も着実に進められるよう、予算を十分確保し、高速道路の供用

率や一般道路の改良率が低く、早期に整備が必要な地域に重点的に配

分すること。 

   また、暫定２車線区間を含めた高速道路の安全性の向上のための効

果的な対策を推進すること。 

・土木公共 

 

 

 

 

・社会資本整備総合交付金 

 

 

・防災安全交付金 

 

 

 

 

 

 

 

・道路整備費 

 

 

・うち直轄事業費（改築その

他） 

 

 

51,787 

［補］10,832 

 

 

 

8,983 

［補］1,573 

 

11,002 

［補］2,554 

 

 

 

 

 

 

16,637 

［補］2,341 

 

11,244 

 

 

 

60,183 

 

 

 

 

10,549 

 

 

12,927 

 

 

 

 

 

 

 

19,316 

 

 

13,169 

 

 

 

51,807 

 

 

 

 

8,940 

 

 

11,057 

 

 

 

 

 

 

 

16,662 

 

 

10,972 
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（２）地方に安定した雇用の場が確保されるよう産業を振興するととも

に、大規模災害時の代替性を確保し、住民の安全・安心を守るため、

全国のミッシングリンクの整備事業費を確保し、２０２０年までに山

陰道全線の完成を図ること。 

① 事業中区間の早期完成を図るために必要な予算を配分すること。 

② 未事業化区間の早期事業化を図ること。 

特に「益田～萩間」は、優先区間の小浜～田万川間について、速

やかに「計画段階評価」を終えて、平成２９年度に新規事業化する

こと。 

（３）地方において、観光振興や地域経済の発展には、高速道路の活用は

不可欠であるが、ＥＴＣ割引率の見直しによって、物流コストの増加

や観光客の減少等がみられるため、地方の高速道路の割引縮小の影響

を分析し、地域の実情に応じた料金施策を講じること。 

３ 斐伊川・神戸川治水事業をはじめとする治水対策の推進 

（１）斐伊川・神戸川治水事業について、大橋川の狭窄部拡幅や堤防整備

などの改修を推進するとともに、中海湖岸堤防の整備も着実に進める

こと。また、本事業に関連する県管理河川の整備が着実に進められる

よう、予算を重点的に配分すること。 

（２）ダム事業については、流域住民の安全・安心を早期に確保するため、

必要な予算を配分すること。 

① 波積ダムについては、本体工事の早期着手に向けて、必要な予算

を配分すること。 

② 矢原川ダムについては、建設事業を着実に進められるよう、必要

な予算を配分すること。 

４ 国際物流拠点浜田港における物流機能の強化 

日本海側拠点港である浜田港において、国際物流拠点としての機能を

強化するため、次の事項について整備の推進を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・治水事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・港湾整備費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,566 

［補］941 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,317 

［補］405 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8,754 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,687 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,569 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,321 
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（１）高速道路ネットワークと直結する「臨港道路福井４号線」の平成

２９年度完成に向けて、整備を推進すること。 

（２）荒天時における港湾稼働率の向上を図るため、「新北防波堤」の早

期完成に向けて、整備を推進すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 地方交通への支援〔地域振興部〕 

１ 羽田空港発着枠の地方航空路線への優先配分 

地方航空路線の充実を図り、産業振興や定住促進など地方の活性化を

進めるためには、羽田空港発着枠の見直し配分等において地方航空路線

への配慮を行うこと。 

（１）国内航空路線・国際線の発着枠見直し配分に際しては、地方航空路

線へ優先配分すること。 

（２）特に、代替高速交通機関が未整備である地域に対しては、特別な配

慮をすること。 

２ 地方航空路線の維持・拡充 

地方航空路線は、地方創生を進める上で極めて重要であり、産業振興

や定住促進など地方の活性化を図るため、地域が取り組む地方航空路線

の維持・拡充対策に対して、国の支援を行うこと。 

（１）地域が一体となって取り組む地方路線の維持・拡充のための対策に

ついて、「地方航空路線活性化プログラム」による実証調査も踏まえ、

新たな支援制度を創設すること。 

（２）地方航空路線の休止・減便等は、地方経済に大きな影響を及ぼすこ

とから、航空会社から国への届出前に、地方自治体と航空会社が十分

に協議できるよう事前協議制度を設けること。 
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３ 離島航路の維持 

離島振興法第１２条に基づく、人の往来に要する費用の低廉化を推進

するため、離島住民や観光客の移動に不可欠な離島航路の運賃引き下げ

に係る支援を行うこと。 

４ 地域交通の確保 

日常生活を支える地域公共交通を確保するための支援を拡充強化す

ること。 

５ 高速鉄道網の整備促進 

北陸新幹線の今後の整備の進捗なども踏まえ、高速鉄道網の整備に向

けた具体的な取組みを加速化するとともに、建設事業費への新たな財政

支援制度を創設すること。 

 

 

 

 

 

 

 

・フリーゲージトレインの技

術開発 

 

 

 

 

 

 

 

11 

 

 

 

 

 

 

 

23 

 

 

 

 

 

 

 

10 

Ⅲ 地域の実情に応じた地域連携支援策の推進〔地域振興部〕 

１ 「連携中枢都市圏」制度において、全国一律の人口規模等の基準では

なく、地域の実情に応じ産業・生活拠点機能の向上に取り組む複数の地

方都市等を一括して指定すること。 

２ 離島や中山間地域などで、実際に産業振興や医療・介護サービス提供

等を推進していくためには、相対的に行政の果たす役割が大きく、その

役割を担っている小規模自治体の財政基盤充実は重要であることから、

地域の実情に応じた幅広い支援を行うこと。 

３ 「小さな拠点づくり」については、離島・中山間地域など条件不利地

域の実情を踏まえ、買い物などの生活機能や生活交通の確保、産業の振

興などに取り組むことができるよう、十分な予算額の確保を図ること。 

 

 

＋連携中枢都市圏の形成等の

推進 

 

＋定住自立圏構想の推進 

  

 

 

＋過疎地域等集落ネットワー

ク圏形成支援事業 

＋農山漁村振興交付金 

・「小さな拠点」の形成推進 

  

 

1 

 

 

0.1 

 

 

 

4 

［補］2 

80 

2 

 

 

2 

 

 

1 

 

 

 

9 

 

150 

3 

 

 

1 

 

 

0.1 

 

 

 

4 

 

101 

2 
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Ⅳ 離島地域への支援〔地域振興部〕 

１ 離島振興法に基づく支援制度の拡充 

離島振興法に基づく施策を円滑に実施できるよう支援制度の充実を

図るとともに、離島地域の生活条件の改善、産業基盤の整備等のための

十分な予算額の確保を図ること。 

特に、離島活性化交付金については、事業種別に応じた交付率の嵩上

げや、対象事業の拡大と弾力的な運用など、制度を拡充強化すること。 

２ 有人国境離島地域への支援 

「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社

会の維持に関する特別措置法」に基づき、離島航路・航空路の運賃等の

引き下げや生活又は事業活動に必要な物資の費用の負担の軽減、雇用機

会の拡充や産業の振興など、地域社会の維持を図るための特別の支援措

置を講じるとともに、国において十分な財政措置を行うこと。 

特に、離島航路は、有人国境離島にとって本土における国道や鉄道と

同様、重要な交通手段であり、運賃等を本土の交通路線並みに引き下げ

ることなど、新たな財政措置を速やかに講じること。 

 

 

 

 

 

・離島活性化交付金 

 

＋地域社会維持推進交付金 

 （仮称） 

・離島活性化交付金 

＋特定有人国境離島漁村支援

交付金 

 

 

 

 

 

 

12 

［補］7 

- 

 

12 

［補］7 

- 

 

 

 

 

 

 

 

16 

 

50 

 

16 

離島漁業再生

支援交付金 15

の内数 

 

 

 

 

 

 

16 

 

50 

 

16 

 

3 

Ⅴ 海上監視体制の充実強化〔防災部・農林水産部〕 

１ 我が国の排他的経済水域内等における外国漁船による違法操業が根

絶されるよう、引き続き監視取締りの充実強化を図ること。 

２ 島根県は離島や長い海岸線を有しており、県民が安心して暮らすこと

ができるよう、巡視船の増隻や船舶の大型化など海上での監視取締りの

強化、関係機関との連携強化等、海上監視体制の充実を図ること。 

３ 離島という地理的状況を考慮し、隠岐海上保安署体制の充実・強化を

図ること。 

―    
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Ⅵ 活火山の監視・観測体制の強化〔防災部〕 

火山災害から人命を守るため、監視・観測体制の強化を図ること。 

 

・地震・津波・火山噴火に対

する観測・監視体制の強化 

  

 

5 

   

32 

 

12 

Ⅶ 湖沼環境保全施策の推進〔環境生活部〕 

１ 宍道湖、中海は汽水湖特有の複雑な水質形成過程を有しており、汚濁

メカニズムの解明は容易でない。 

このため、アオコ、水草等が異常発生している原因を究明するために

必要な調査等を行うこと。 

２ アオコ、水草等の発生時には、速やかに回収、処理などの適切な対策

を講じること。 

 

― 

 

 

 

 

   

Ⅷ 地方の国際観光の振興〔商工労働部〕 

２０２０年に訪日外国人旅行者数４，０００万人、地方部での外国人延

べ宿泊者数７，０００万人泊という新たな目標に向けて、引き続き、各地

域の魅力ある観光資源を活かし、訪日外国人を地方へ促す取組みを、国と

しても一層強化すること。 

（１）広域観光周遊ルート形成計画を効果的かつ円滑に実施できるよう、

事業実施主体であるＤＭＯの組織運営に対する支援措置を講じるこ

と。 

（２）外国人受入れ環境整備への継続的な支援 

 

 

 

 

 

 

・広域観光周遊ルート形成促

進 

 

・訪日外国人旅行者のストレ

スフリーな移動・滞在の実

現 

 

 

 

 

 

 

 16 

 

 

80 

[補]155 

 

 

 

 

 

20 

 

 

155 

 

 

 

 

 

16 

 

 

85 
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環境省関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 海岸漂着物対策の推進〔環境生活部〕 

１ 海岸漂着物処理推進法に定める海岸漂着物対策を推進するための必

要な事業費の確保や地方負担の廃止など、国における財政措置の充実を

図ること。 

２ 海岸漂着物について、引き続き外交ルートを通じ、対岸諸国に対し原

因究明と対策を強く要請すること。 

 

・海岸漂着物等地域対策推進

事業 

 

 

4 

［補］27 

 

 

 

39 

 

4 

 

Ⅱ 隠岐ユネスコ世界ジオパークへの支援〔環境生活部〕 

隠岐ユネスコ世界ジオパークについて、世界各地から訪れた人に、その

価値が理解されるよう、国立公園内における施設整備等を進めるととも

に、平成２７年度に創設された国立公園整備事業交付金制度の支援対象を

拡充し、所要額を確保すること。 

 

・自然公園等事業費 

 

 

 

81 

 

66 

 

71 

Ⅲ 「国立公園満喫プロジェクト」に選定された大山隠岐国立公園への支援 

〔環境生活部〕 

「国立公園満喫プロジェクト」に選定された大山隠岐国立公園が、世界

水準の「ナショナルパーク」となるよう、国の直轄事業の拡充と、国立公

園整備事業交付金制度の充実など国の財政支援の強化を図ること。また、

大山隠岐国立公園を訪れるインバウンド利用者を増加させるため、国によ

る海外向け情報発信の強化を図ること。 

 

・国立公園満喫プロジェクト

等推進事業等 

- 

［補］103 

101 100 
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Ⅳ 微小粒子状物質（PM2.5）による大気汚染への対応〔環境生活部〕 

１ 微小粒子状物質（PM2.5）による健康影響に関する国民の不安を払拭

するため、健康影響に関する科学的知見の充実を図り、国民へのきめ細

かな情報提供を行うこと。 

２ 「注意喚起のための暫定的な指針」が示されたところであるが、予報・

予測精度の一層の改善を図り、的確な注意喚起が実施できるようにする

こと。 

・微小粒子状物質（PM2.5）等

の総合的な対策を推進 

6 

［補］1 

 

 

 

5 

 

5 

 

Ⅴ 湖沼環境保全施策の推進〔環境生活部〕 

宍道湖、中海は汽水湖特有の複雑な水質形成過程を有しており、汚濁メ

カニズムの解明は容易でない。 

このため、アオコ、水草等が異常発生している原因を究明するために必

要な調査等を行うこと。 

― 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅵ 再生可能エネルギー及び省エネルギーの推進〔地域振興部・環境生活部〕 

地球温暖化防止の観点から、再生可能エネルギー及び省エネルギー推進

のための施策を充実すること。 

・再生エネ及び省エネの普及 882 

［補］20 

 

1,081 

 

 

847 

 

Ⅶ 高濃度ＰＣＢ廃棄物等の処理〔環境生活部〕 

 高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理期限の１年前倒しや、使用中の高濃度ＰＣＢ

含有電気機器の使用期限など、８月に施行された改正ＰＣＢ特別措置法の

内容について、国において効果的な広報を実施すること。 

 また、報告徴収、立入検査、行政代執行等の権限が都道府県等に付与さ

れたが、これらに係る経費について、地方負担が生ずることのないように

財政支援の仕組みを確実に講じること。 

・ＰＣＢ廃棄物適正処理対策

推進事業 

2 

［補］2 

 

2 1 
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Ⅷ 地域住民の安全・安心の確保に配慮したツキノワグマ保護管理の見直し 

〔農林水産部〕 

 ツキノワグマについては、県内で目撃件数が増加しており、市街地でも

多数目撃されるなど、地域住民の不安が高まっている。来年９月に期限を

迎える西中国山地におけるツキノワグマの捕獲禁止措置については、現在

の生息頭数や生息域のほか、人里での出没増加や人身被害・農作物被害の

発生状況等を踏まえ、地域住民の安全・安心の確保に配慮した十分な検討

を行うこと。 

 

―    

Ⅸ 原子力発電所の安全対策の強化等 【原子力規制委員会】 

〔防災部・健康福祉部・警察本部〕 

１ 原子力安全対策 

（１）福島第一原子力発電所の事故を一刻も早く確実に収束させること。 

（２）原子力規制委員会は、新たな規制基準に基づき、中国電力から設置

変更許可等の申請があった島根原子力発電所２号機の安全性につい

て責任を持って厳格な審査を行い、適切な指導を行うこと。 

また、審査結果については、県民や立地・周辺自治体にわかりやす

く説明を行うこと。 

（３）原子力規制委員会は、島根原子力発電所１号機の廃止措置計画につ

いて、責任を持って厳格な審査を行い、適切な指導を行うとともに、

審査結果については、県民や立地・周辺自治体にわかりやすく説明を

行うこと。 

また、放射性廃棄物の取扱基準等の確立について早急に方針を示す

こと。 
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（４）原子力発電所の稼働・再稼働については、まず、エネルギー政策上

の必要性を国が明確に示し、個別の発電所毎に、その安全性を国が責

任を持って判断し、県民や立地・周辺自治体に十分な説明を行い、理

解を得ること。 

また、その具体的な手続きを早期に示すこと。 

（５）昨年６月に明らかとなった島根原子力発電所低レベル放射性廃棄物

のモルタル充填に用いる流量計問題について、中国電力が実施する再

発防止対策が実効的な対策となるよう確認し、早期の改善が図られる

よう徹底した指導、監督を行うこと。 

また、再発防止対策の確認状況について、必要に応じ関係自治体等

に説明すること。 

更に、問題となったモルタル充填固化体の管理及び処分が適切に行

われるよう、関係者に対して適切に指導、監督を行うこと。 

２ 原子力防災対策 

（１）「原子力災害対策指針」等を踏まえた、県、市町村が行う地域防災

計画（原子力災害対策編）の改定や福島での事故を踏まえた防災対策

の強化について関係する省庁が連携する体制を強化の上、国が前面に

立って調整し、必要な支援・協力を行うこと。 

① 県境を越えるような広域避難が発生した場合の避難に係る受入

れ自治体、関係機関との調整 

② 避難行動要支援者を含む住民の避難に必要な移動手段・運転要

員、資機材、避難支援要員等の迅速な確保と、それに必要な自衛隊

などの実動組織とバス事業者など民間事業者との協力体制の確立 

③ 避難退域時検査（スクリーニング）及び避難所や救護所等で必要

となる資機材、物資、医療・介護従事者等の確保 

④ 屋内退避時に必要となる人的・物的支援体制の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＋原子力発電施設等緊急時安

全対策交付金 

 

＋原子力災害対策事業費補助

金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

123 

 

 

［補］100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

189 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

104 
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⑤ 要支援者の最終的な避難先となる病院、社会福祉施設等の確保及

びそこへの迅速な移送が可能となる体制の整備 

⑥ 原子力災害拠点病院等に対する財政支援制度の創設 

⑦ 安定ヨウ素剤の予防服用体制充実に当たっての副作用・誤飲に関

する補償制度の創設 

（２）原子力災害が発生した場合、一般住民及び要支援者の避難が迅速か

つ安全にできるよう、財政支援を行うこと。 

① 地理的に即時避難が容易でない要支援者等が利用する施設等を

対象とした放射線防護対策及び通信手段の確保 

② 消防団員等防災業務関係者の活動に必要な資機材及び備蓄品の

整備 

③ 避難道路の早急な整備及び支援措置の拡充 

④ モニタリングや避難退域時検査（スクリーニング）で必要となる

資機材の配置 

⑤ 住民等の安全かつ円滑な避難を確保するための交通安全施設の

整備 

（３）官公庁等の防災機関の放射線防護対策、食料備蓄などによる機能強

化や、万が一行政機能を移転せざるを得ない場合の移転先における必

要な通信環境及び資機材整備などについて財政支援を行うこと。 

（４）地方自治体の原子力安全・防災対策に従事する職員人件費など必要

な経費について財政措置を講じること。 
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防衛省関係 

重点要望の内容 
予算案等の状況（単位：億円） 

事項 H28 当初予算 H29 概算要求 H29 政府予算案等 

Ⅰ 地域住民に被害を及ぼす米軍機による飛行訓練の中止等〔防災部〕 

１ 関係機関への中止の要請等 

住民の平穏な生活を乱すような米軍機による飛行訓練が行われない

よう、米軍関係当局に対し、更に強力な対応を行うこと。 

２ 国による実態把握と実態の伝達等 

（１）飛行訓練による住民からの苦情が多い地域の実態調査を早期に実施

し、客観的なデータをもって飛行訓練の実態を明らかにするととも

に、被害の解消に向けた具体的な取組みを示すこと。 

また、実態把握を速やかに行うため、地方がやむを得ず騒音測定器

等を設置する場合には、国は適切な財源措置を講じること。 

（２）現在実施されている飛行訓練の実態について、米国側において正確

に認識されるよう、引き続き地方公共団体からの要請内容や苦情件数

などを米国側に具体的に伝えること。 

３ 飛行訓練に係る情報開示 

住民の不安を軽減するため、米国側との事前調整の実態を明らかに

し、訓練予定日や訓練内容について、県や地元自治体に情報を提供する

こと。 

４ 住民負担の軽減等 

（１）住民からの訴えや地方公共団体からの要請に対する政府の対応状

況、この対応に対する米国側の反応などについて、飛行訓練に係る政

府の認識とともに、住民や地方公共団体に対して説明すること。 

 

―    
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（２）飛行訓練による騒音被害が解消されるまでの間、地元住民の騒音や

安全性に対する不安などを軽減するために必要な措置を速やかに講

じること。 

（３）飛行訓練によって生じる負担が一部地域の住民に偏らないよう、政

府において、十分調整して対応すること。 

５ 国と地方の協議 

米軍機の飛行訓練による諸問題について、国、県及び関係市町で協議

する場を引き続き設けること。 

 

Ⅱ 自衛隊輸送機の新規導入及び機種変更に伴う基地周辺対策の充実・強化 

〔防災部〕 

航空自衛隊美保基地において、新たに配備される陸上自衛隊輸送ヘリコ

プターＣＨ－４７やＣ－１輸送機に代わり配備されるＣ－２輸送機の導

入にあたっては、安全運航に万全を期すとともに、低空での飛行経路に位

置する地元自治体については、「特定防衛施設関連市町村」としての指定

も含め、生活環境の整備と地域振興など周辺対策を充実・強化すること。 

 

・基地周辺対策経費 

 

 

 

1,192 

 

 

 

 

 

1,241 

 

1,220 

 

Ⅲ 隠岐における分屯地の設置など自衛隊配備体制の充実〔防災部〕 

１ 隠岐島は、国境離島として、我が国の国境管理や安全保障、海洋資源

の確保という国家的な役割を担っている。 

平素から、海上保安庁を中心として、海上の警戒監視活動が行われて

いるところであるが、北朝鮮情勢が一段と緊迫する中、隠岐島に分屯地

を配備するなど、万が一の不測の事態に対処できる体制を整備するこ

と。 

 

 

―    
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２ 日本海を隔てて北朝鮮と隣接する位置関係、離島や長い海岸線を有す

る地理的状況、さらには、原子力発電所が立地する島根県の事情等を考

慮し、県内において、出雲駐屯地をはじめ自衛隊の配備体制の充実を図

ることや、日本海側の警戒態勢の強化に向けた自衛隊艦船の寄港回数を

増加させること。 

 

 


